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におけるレポート学習によって高校卒業資格の取
得が可能な通信制課程の高校を選択するようにな
ってきている。そこには , 学校生活に対して様々
な適応の仕方を示す生徒が在籍しているといえよ
う。
　適応とは内外に直面する様々な過程を経験して
心的状態が安定していることを指す内的適応と , 

社会的・文化的環境に対する外的適応のバランス
がとれた状態を意味する（北村,1965）。桑山（2003）
は , 外的適応が得られていても内的適応がよくな
い場合や , 外的適応は不良なのに内的には不満や
苦悩を持っていない場合があると述べている。ま
た , 常に周囲に気がねをして，自由な感情を抑え
る「よい子」のことを「過剰適応の子ども」と定
義している。石津・安保（2008）は , 過剰適応の
特徴として学校適応感は保たれているが , その陰
でストレス反応が蓄積されている可能性があると
述べている。王・山本・阿久津（2013）は , 中学
生を対象とした「内的適応」と「外的適応」の調
査から , 生徒の適応状態を4群（適応群 , 無自覚群 , 

過剰適応群 , 不適応群）に分類した上でストレス
との関係を追究している。不登校等の学校不適応
行動の原因の一つとして児童生徒のストレスが取
り上げられており（岡安・嶋田・坂野 ,1992 ; 岡安・

問題と目的

　教育現場では , 不登校等の学校不適応行動が問
題となっており , 今後もその対応に追われていく
であろう。文部科学省初等中等教育局児童生徒課
（2015）の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の
諸問題に関する調査」によれば , 平成26年度高等
学校における不登校生徒数は53,154人であり , 不
登校になったきっかけと考えられる状況として
「無気力」「不安など情緒的混乱」が多くの割合
を占めている。また , 中途退学者数は53,403人で
あり ,「学業・学校生活不適応」「進路変更」が主
な事由であった。文部科学省生涯学習政策局生涯
学習推進課（2014）は , 生徒の多様化が進む中で , 

自分のペースで学べる定時制・通信制の教育は , 

不登校・中途退学経験者等への学び直しの機会の
提供など , その役割を増していると述べている。
通信制高校の生徒の実態について上野（2009）は , 

高校中退及び不登校経験者が多数を占めており , 

中学校から直接進学してくるケースの大半は不登
校によるものであると述べている。また , 持病や
障害のために全日制や定時制の高校に通えない生
徒もいると述べている。このように , 不登校等の
学校不適応行動を起こす生徒や持病などを抱えて
いる生徒が , 月に3回程度のスクーリングと家庭
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ている。しかし , これまでの研究においてリラク
セーションの効果を , 過剰適応をはじめとする適
応状態ごとに検討している研究は見当たらない。
また , 様々な適応の仕方を示す通信制高校の生徒
に , 日常のストレス対処としてリラクセーション
法を身に付けさせることは重要なことだと考えら
れるが , その成果の定着過程に関する検討は十分
ではない。学校教育の中で , ストレスと上手に付
き合うスキルを身につけることは , 充実し良好な
学校生活を支えるだけでなく , 将来にわたる心身
の健康を増進するという意味からも , その社会的
役割は大きいと考えられる（島井 ,2006）。
　そこで , 本研究では数回にわたるリラクセーシ
ョン指導プログラムの効果について , 過剰適応を
はじめとする適応状態を考慮しながら , 認知的評
価及びストレス反応の変化から明らかにすること
を目的とする。具体的に研究Ⅰでは , 生徒の適応
状態をとらえるとともに , リラクセーション指導
プログラムの効果を測定するための項目が高校生
に対して適用可能なものであるか , 既存の尺度を
用いて検討する。研究Ⅱでは , 体育授業のウォー
ミングアップの時間を利用してリラクセーション
指導プログラムを実施し , 認知的評価及びストレ
ス反応の変化を , 適応状態ごと（適応群 , 無自覚
群 , 過剰適応群 , 不適応群）に検証する。

研　究　Ⅰ

１　目的

　生徒の適応状態をとらえるとともに , リラクセ
ーション指導プログラム（以下 ,「指導プログラ
ム」）の効果を測定するための項目が高校生に対
して適用可能なものであるか , 既存の尺度を用い
て検討する。

２　方法

（１）対象者
　通信制課程の高校生：Ａ校（男子33名 , 女子43
名）, Ｂ校（男子46名 , 女子52名）, Ｃ校（男子10
名 , 女子29名）の合計213名（男子89名 , 女子124名）
を対象とした。平均年齢は20.00歳（SD=7.33）。

高山 ,1997 ; 齋藤・松岡・黒沢・森・栗田 ,2005 ; 

奥澤・下田・石津 ,2011）, ストレスに上手に対処
できない子どもが , いじめ , 不登校 , 学級崩壊な
どの問題行動を引き起こしている可能性がある
との指摘もある（上地・田中・長岡 ,2008）。岡安
（2008）は , 学校不適応は学校生活でのストレス
が原因のひとつとなっており，誰もが陥る可能性
のある問題であると指摘している。生徒のストレ
ス反応を軽減させることは , 不登校などの不適応
行動の予防を考える際に重要であろう（西村・東
條 ,2009）。
　ストレスへの対処について , 高等学校学習指導
要領解説保健体育編・体育編（文部科学省 ,2009）
では ,「自分なりのストレス対処法を身に付ける
ことが精神の健康のために重要であることを理解
できるようにする。心身に起こった反応について
は体ほぐしの運動等のリラクセーションの方法で
緩和することに触れるようにする」と述べられて
いる。しかし , 梶原・藤原・藤塚・小海・米谷・
木村（2009）は , 小学校・中学校・高等学校の実
態調査から , 保健授業において生徒に指導するス
トレスの対処法について , リラクセーション技法
の実施が少ないことを指摘している。教育課程に
基づき , リラクセーションが日常の保健体育の授
業の中で積極的に実施されることが期待されるで
あろう。
　ストレスに対する理解及び対処方法について
は , これまでにストレスマネジメント教育に関す
る研究の成果が報告されている。仲田・松井・冨
永（2000）は , 中学生を対象にリラクセーション
を実施し , 受験ストレスが軽減されたことを報告
している。三浦・上里（2002）は , 中学生を対象
に漸進的筋弛緩法を自宅で実施させた結果 , 心身
のストレス反応が低下することを明らかにしてい
る。生川・蓑㟢・大沢・小関・嶋田（2012）は , 

小学生を対象に心理教育と大縄跳びを組み合わせ
た活動を実施し , ストレス反応が低減しているこ
とを報告している。門乢（2012）は , 看護学生を
対象に心理教育とリラクセーションを実施し , 抑
うつ感や心の疲労度が低下していることを報告し
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（２）調査時期
　Ａ校　2014年5月上旬
　Ｂ，Ｃ校　2014年10月上旬
（３）調査手続き
　体育授業の導入時間を利用して授業担当者が質
問紙を配付し , その場で回収した。今後の追跡の
ために記名式で行った。これらのことは , 教育課
程内で行われたものであり , 倫理上の諸問題につ
いては , 当該高等学校長に調査の趣旨と方法につ
いて説明し , 承諾を得た｡ 生徒に対しては , 調査
の趣旨とデータの扱いについて説明し , 質問紙へ
の回答をもって同意を得ることとした。
（４）調査材料
　過剰適応尺度（王・山本 ,2014）：この尺度は中
学生を対象としたものであり ,「内的適応」「外的
適応」の2下位尺度15項目から構成されている。
各項目に対して「あてはまる」から「あてはまら

ない」までの5件法で回答を求めた。
　認知的評価測定尺度（三浦 , 2002）：この尺度
は中学生を対象としたものであり ,「影響性」「コ
ントロール可能性」の2下位尺度14項目から構成
されている。ここでは「影響性」を表す7項目を
用いて , 「レポート課題が思うように進まず , 単位
修得に支障をきたしています」の課題が生じてい
るとき , あなたは次のことをどれくらい , 考えた
り , 感じたりしますかに対して「とてもそう思う」
から「ぜんぜんそう思わない」までの4件法で回
答を求めた。

３　結果と考察

　過剰適応尺度は , 中学生を対象としたものであ
ることから , 高校生への適応を確認することとし
た。因子分析を行ったところ , 先行研究と近似の
2因子が得られ , 第1因子に「外的適応」と「内的

TABLE1　過剰適応尺度の因子分析の結果（主因子法・プロマックス回転）
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適応」を表す項目が混在する10項目, 第2因子に「内
的適応」を表す5項目となった（TABLE1）。そこ
で , 第1因子から「外的適応」を明確に表し , 負荷
量の高い5項目を抽出して信頼性の検討を行った
ところ , クロンバックのα係数が .89, 第2因子に
ついては「内的適応」を表し , 負荷量の高い5項
目を用いて信頼性の検討を行ったところ , クロン
バックのα係数が .87であり , それぞれに内的一
貫性が確認され , 高校生への適用が可能であると
判断された。次に , これらの各5項目を用いて生
徒の適応状態をとらえることとした。「内的適応」
に関する項目については 15点以上が内的に適応
しているとし , 14点以下は内的に適応していない
こととした。「外的適応」に関する項目について
は18点以上が外的に適応しているとし , 17点以下
は外的に適応していないこととした。これらによ
り , 内的及び外的に適応している群を「適応群」, 

内的に適応しているが , 外的には適応していない
群を「無自覚群」, 内的に適応していないが , 外
的には適応している群を「過剰適応群」, 内的及
び外的に適応していない群を「不適応群」の4つ
に分類した。
　認知的評価測定尺度「影響性」7項目は , 中学
生を対象としたものであることから , 高校生への
適応を確認することとした。主成分分析を行った
ところ , 「なければよいものだと思う」の項目と
他の項目との和の相関が低かったことから , これ

を除外した。よって6項目による検討においては , 

第1主成分により53.39% が説明され , クロンバッ
クのα係数も .82であり , 内的一貫性が確認され
た。この成分行列を TABLE2に示している。これ
らのことから ,「影響性」6項目について高校生へ
の適用が可能であると判断された。

研　究　Ⅱ

１　目的

　指導プログラムを実施し , 認知的評価及びスト
レス反応の変化を , 適応状態ごと（適応群 , 無自
覚群 , 過剰適応群 , 不適応群）に検証する。

２　方法

（１）対象者
　通信制課程の高校生：Ａ校（男子21名 , 女子29
名）, Ｂ校（男子19名 , 女子25名）, Ｃ校（男子7
名 , 女子18名）の合計119名（男子47名 , 女子72名）
を対象とした。平均年齢は18.90歳（SD=5.72）。
（２）実施時期
　Ａ校　2014年5月上旬から8月下旬
　Ｂ，Ｃ校　2014年10月上旬から12月下旬
（３）実施内容
　文部科学省初等中等教育局国際教育課（2003）
の統合リラクセーション法とは ,「すでに効果の
確認されているリラクセーション法を有機的に組
み合わせ , その相乗効果により , より深いリラッ
クスを簡便に誘導するリラクセーション法であ
る。筋弛緩法や呼吸法は身体のリラックス効果が
高く , 瞑想法や受動的音楽療法は精神的なリラッ
クス効果が高い。ストレス反応に個人差があるが , 

総合されたリラクセーション法のいずれかの要素
が作用するため , 集団での指導が可能である」と
示されている。これを参考に作成された指導プロ
グラムを実施した。その内容を TABLE3に示して
いる。研究者がＡ校において実施し , その後Ｂ , 

Ｃ校の授業担当者に伝達して各校で実施された。
（４）測定手続き
　体育授業の導入時間を利用して下記（５）の事
前の測定を行った。次回の授業から3回にわたり

TABLE2　「影響性」6項目の主成分分析の結果
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TABLE3　リラクセーション指導プログラムの概要（10分）
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体育授業のウォーミングアップの時間を利用して
上記（３）を実施し , １回の終了ごとに下記（５）
の事後の測定を行った。いずれの測定も授業担当
者が質問紙を配付し , その場で回収した。今後の
追跡のために記名式で行った。これらのことは , 

教育課程内で行われたものであり , 倫理上の諸問
題については , 当該高等学校長に測定の趣旨と方
法について説明し , 承諾を得た｡ 生徒に対しては , 

測定の趣旨とデータの扱いについて説明し , 質問
紙への回答をもって同意を得ることとした。
（５）測定材料
　認知的評価測定尺度（三浦 , 2002）：この尺度
は中学生を対象としたものであり ,「コントロー
ル可能性」「影響性」の2下位尺度14項目から構成
されている。「コントロール可能性」7項目につい
ては , 山本（2013）により高校生への適用が確認
されている。「影響性」7項目については , 研究Ⅰ
により高校生への適用が確認された6項目を採用
することとする。「レポート課題が思うように進
まず , 単位修得に支障をきたしています」の課題
が生じているとき , あなたは次のことをどれくら
い , 考えたり , 感じたりしますかに対して「とて
もそう思う」から「ぜんぜんそう思わない」まで
の4件法で回答を求めるものである。
　ストレス反応測定尺度（三浦 , 2002）：この尺
度は中学生を対象としたものであったが , 山本
（2013）により高校生への適用が確認されている。
「不機嫌・怒り」「抑うつ・不安」「無気力」「身
体的反応」の4下位尺度20項目から構成されてお
り , 各項目に対して「そのとおりだ」から「ぜん
ぜんちがう」までの4件法で回答を求めるもので
ある。

３　結果と考察

　指導プログラムの実施において事前の測定１
回 , 事後の測定3回（事後1, 事後2, 事後3）の全て
に出席した119名（男子47名 , 女子72名）を分析
の対象とすることとした。指導プログラムの効果
については事前と事後の計4回 , 認知的評価（コ
ントロール可能性 , 影響性）とストレス反応（不

機嫌・怒り , 無気力 , 抑うつ・不安 , 身体的反応）
をそれぞれに測定し , 検定することで検討した。
　これらについて4群（適応群 , 無自覚群 , 過剰適
応群 , 不適応群）と事前・事後の2要因の分散分
析を行った。各条件の平均と標準偏差を TABLE4
に示している。Figure1～6は , 認知的評価とスト
レス反応の各下位尺度ごとに各群の平均の変化
を示したものである。「身体的反応」において交
互作用が有意傾向であった (F(9,115)=1.77, p<.10)。
「コントロール可能性」において群要因の主効
果が有意であり ,「無自覚群」及び「不適応群」
より「適応群」の得点が高かった (F(3,115)=4.07, 

p<.05)。また , 事前・事後要因の主効果が有意
であり , 事前より事後1及び3で得点が高かった
(F(3,115)=3.68, p<.05)。「影響性」において事前・
事後要因の主効果が有意であり , 事前より事後1
で得点が高く , その後事後2及び3で低くなった
(F(3,115)=3.51, p<.05)。「不機嫌・怒り」において
群要因の主効果が有意であり ,「無自覚群」より
「適応群」及び「過剰適応群」の得点が高かった
(F(3,115)=3.05, p<.05)。「無気力」において群要因
の主効果が有意であり ,「適応群」より「過剰適
応群」,「無自覚群」より「過剰適応群」及び「不
適応群」の得点が高かった (F(3,115)=4.93, p<.05)。
「抑うつ・不安」において群要因の主効果が有意
であり ,「無自覚群」より「適応群」及び「過剰
適応群」,「不適応群」より「過剰適応群」の得
点が高かった (F(3,115)=5.20, p<.01)。その他は有
意でなかった。

「身体的反応」における群と事前・事後の関係

　交互作用が有意傾向であった「身体的反応」に
ついて , 各水準毎の単純主効果を分析したところ , 

群における事前・事後については「適応群」が
有意傾向であり , 事後1より事後3で得点が低か
った (F(3,115)=2.23, p<.10)。「不適応群」が有意
であり , 事前より事後2及び3で得点が高かった
(F(3,115)=2.73, p<.05)。つまり ,「適応群」は指導
プログラムの実施により , 頭痛などの身体的スト
レス反応が減少したが ,「不適応群」は増加した。

濱崎　浩秋・山本　奬



255通信制高校生に対するリラクセーションワークの実践研究

TABLE4　各下位尺度ごとの群と測定時期の平均と標準偏差
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Figure 1　「コントロール可能性」の得点の変化 Figure 2　「影響性」の得点の変化
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山中・大平（2006）は , ストレスマネジメント教
育を受ける側が主体的にストレスを軽減したり , 

ストレスと上手につき合うことが求められると述
べている。このことから ,「適応群」は指導プロ
グラムを素直に受け入れ , 主体的に実行したこと
が効果として反映されたと考えられた。「不適応
群」は , 指導プログラムの実行に対して受動的に
なり , このこと自体がストレスになったと考えら
れた。
　事前・事後における群については事前が有意傾
向であり ,「無自覚群」より「過剰適応群」の得
点が高かった (F(3,115)=2.61, p<.10)。事後1が有意

であり ,「無自覚群」より「適応群」及び「過剰
適応群」の得点が高かった (F(3,115)=3.84, p<.05)。
事後2及び3が有意であり , いずれも「無自覚群」
より「過剰適応群」及び「不適応群」の得点が
高かった ( 事後2：F(3,115)=3.83, p<.05 ; 事後3：
F(3,115)=3.26, p<.05)。つまり ,「過剰適応群」は
指導プログラムの実施の有無にかかわらず , 常に
頭痛などの身体的ストレス反応が表出している状
態であることが分かった。石津・安保（2013）は , 

過剰適応傾向が高い者はストレッサーを脅威に捉
え，ストレス反応が高まりやすいと指摘してい
る。古城・吉本・金城・川上・小渡・武田（2012）
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Figure 3　「不機嫌・怒り」の得点の変化

Figure 5　「抑うつ・不安」の得点の変化

Figure 4　「無気力」の得点の変化

Figure 6　「身体的反応」の得点の変化
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が理解できず , 回答に困惑したことが伝えられて
いた。これを除外し ,「影響性」6項目による検討
において高校生への適用が可能となったことから , 

今後不適応生徒等に対して同様のプログラムを実
施する際の尺度として認められるであろう。
　研究Ⅱでは指導プログラムを実施し , 認知的評
価及びストレス反応の変化を , 適応状態ごと（適
応群 , 無自覚群 , 過剰適応群 , 不適応群）に検証
することが目的であった。「身体的反応」におい
て「適応群」は身体的ストレス反応が軽減してお
り , その効果が示された。前籍校において適応で
きず , 通信制課程に転・編入学してきた生徒たち
の中の「適応群」に対して , 指導プログラムの効
果があったということは , 全日制課程に在籍して
おり , 不登校等学校不適応を起こす生徒たちにも
効果があるといえよう。「過剰適応群」は , 身体
的ストレス反応が他の群より高く , この状態に対
してリラクセーションを中心とした指導プログラ
ムだけでは , 効果が得られないことが分かった。
「無自覚群」は , 身体的ストレス反応が他の群よ
り低い状態にあり , 指導プログラムに対して無意
識のうちに回避行動をしていることが考えられ , 

消極的な取り組みであった可能性がある。
　体育授業のウォーミングアップという短時間で
簡便に実施可能なプログラムにより , その効果を
検証してきた。リラクセーションを中心とした指
導プログラムだけでは効果が得られなかった「無
自覚群」「過剰適応群」「不適応群」に対する指導
の工夫が求められるであろう。ストレスやリラク
セーションに対する知識や理解をさらに深めるた
め , 体育授業と保健や総合学習などの授業と意識
してタイアップさせることも必要であろう。指導
プログラムの実施時期が3校で異なりＢ , Ｃ校に
おいては冬の時期と重なったため , ストレス反応
に影響を与えた可能性があることから , 実施時期
の統一が必要であろう。
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